











































1989 年（平成元年）は、TFR が 1966 年（昭和
41 年）の丙午の年（1.58）を下回る 1.57 となり、
いわゆる 1.57 ショックでスタートした。TFRは









年）には、出生数が 100 万人の大台を割り 977 千
人に、死亡数が 1,308 千人となった結果、自然減
少数－ 331 千人となり、翌年の 2017 年（平成 29












1989 年（平成元年）の 31,417 千人と 2018 年（同
30 年）の 25,337 千人を比較すると、同年齢層の
人口全体で－ 6,080 千人、－ 19.4% となった。中
でも、今後の再生産年齢人口の中核を担う人口
－ 111 －
層となる、15 ～ 29 歳の年齢階級が減少数の 70%








性は 20% 台、女性は 10% 台となり年々上昇し
ている。また、平成時代には、夫の全婚姻年齢
は 29 ～ 33 歳代で推移し、1998 年（平成 10 年）
に 30 歳を突破した。妻も 26 ～ 31 歳代で推移し
て、2009 年（平成 21 年）に 30 歳を超えて一段
と婚姻年齢が上昇した。一方で再婚割合も、夫が

























示した。昭和戦後第Ⅰ期時代の 1947 年（昭和 22
年）から 1965 年（昭和 40 年）の間に、一般世帯
総数が年平均 2.18%、1.47 倍に増加した。この間
に平均世帯人員は、4.99人から4.05人に減少した。










平成時代の 1990 年（平成２年）から 2018 年
（平成 30 年）の間に、世帯総数は 40,782 千世帯
から、1.33 倍の 53,889 千世帯に、64 歳以下世帯
は 34,112 千世帯から 0.99 倍の 33,619 千世帯にな
り減少した。また、世帯主が 65 歳以上の世帯は、
6,576 千世帯から 3.08 倍の 20,270 千世帯へと、昭
和時代を上回るペースで大きく増加し、世帯総数




婦のみ世帯が 1.75 倍、単独世帯が 2.02 倍、夫婦
と子供世帯が 0.95 倍となり、昭和の各時代とは、
世帯の様相が大きく異なる状況となった。平均世




1990 年（平成２年）には 9,390 千世帯であり全体
の 23.1% が単独世帯、このうちの 1,623 千世帯、
17.3% が 65 歳以上の世帯であった。2015 年（平
成 27 年）には、1.85 倍の 17,376 千世帯、全体の
32.6% が単独世帯となり、このうちの 34.1%、5,928




























倍、千葉県 4.7 倍、東京都 3.7 倍となり同じ南関
東地域の都県が続いた。次いで愛知県 3.6 倍、大









倍、栃木県 0.99 倍、新潟県 0.99 倍、山梨県 0.95
倍、長野県 0.95 倍、滋賀県 0.99 倍、鳥取県 0.99
倍、島根県 0.92 倍、徳島県 0.95 倍、香川県 0.98
倍、愛媛県 0.99 倍、高知県 0.96 倍、佐賀県 0.95 倍、








り、各県別にみると、宮城県 1.04 倍、茨城県 1.03
倍、栃木県 1.02 倍、群馬県 1.00 倍、埼玉県 1.14
倍、千葉県 1.12 倍、東京都 1.14 倍、神奈川県 1.14
倍、静岡県 1.01 倍、愛知県 1.12 倍、三重県 1.01
倍、滋賀県 1.16 倍、京都府 1.00 倍、大阪府 1.01




65 歳以上人口の高齢化率（図では 10 倍表示）
の推移をみると、昭和戦前・戦中期時代である



















道府県となった。平成時代の 2015 年（平成 27 年）
には、高齢化率は全国平均で 26.6% と大幅に上昇
した。中でも秋田県 33.5%、島根県 32.1% を始め
として、岩手県、山形県、富山県、和歌山県、山




































































機の時代、12 世紀と 13 世紀の拡大、14 世紀中頃
に始まるペストの頻発と荒廃の結果生じた再度の


















次世界大戦後の 1946 年（昭和 21 年）から 1969
年（昭和 44 年）までの人口激増期の 24 年間。「昭
和戦後第Ⅱ期時代」は、1970 年（昭和 45 年）か
ら 1988 年（昭和 63 年）までの緩やかな人口増加
期の 19 年間。
